
• 京都議定書「マイナス６％」だけでは、

温暖化を止められない

• 2050年にCO2排出量を世界で半分に

する必要がある

• 日本は1990年比60～80%削減

脱 温 暖 化
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二酸化炭素総排出量
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12億8,600万トン
エネルギー転換部門家庭部門 産業部門（工場等）業務その他部門（商業･ｻｰﾋﾞｽ･事業所等）運輸部門（自動車・船舶等）

20.3％
廃棄物工業プロセス 日本

(間接排出)

LPG都市ガス電力
灯油水道一般廃棄物家庭から一人当たり排出量約2,100 [kgCO2/人］（2004年度）ガソリン28.5%軽油2.5%

交通からの排出量は、日本の総排出量の2
割、家庭からの排出量の3割

GIO(2006)

交通交通の脱温暖化が必要の脱温暖化が必要
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過去40年交通CO2排出量
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自動車からの

排出が交通(運

輸)の9割を占

める

乗用車からの

排出が90年代

に大幅に増加

した
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90年比交通CO2 京都議定書目標達成計画2050年マイナス60～80％
交通からの交通からのCOCO22排出量の削減目標排出量の削減目標

ＣＯ２の少ない乗り物を選ぶ
バイオ燃料、自然エネルギーを利用

する
対策を組み合わせて交通部門の対策を組み合わせて交通部門のCOCO22を削減を削減
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COCO

交通部門の交通部門の交通部門の交通部門のCO2の計算式の計算式の計算式の計算式 燃費や効率の良い車両を利用する
　混雑する場所・時間は使用しない

一台にたくさん乗せる
大きすぎない車両を利用する

徒歩や自転車を活用する
交通手段を使って移動する回数を少

なくする 土地利用をコンパクトにする
一回の移動にかかる距離を短くする



脱温暖化のために・・・脱温暖化のために・・・

自分でできる対策自分でできる対策

1.1. 日々の地道な努力の積み重ね日々の地道な努力の積み重ね

–– エコドライブに努めるエコドライブに努める

–– できるだけできるだけ歩くか自転車やバスを歩くか自転車やバスを

使う使う

2.2. 長い目で見て大きな決断長い目で見て大きな決断

–– 燃費が良く燃費が良く、、大きすぎない自動車大きすぎない自動車

を選ぶを選ぶ

–– 公共交通や徒歩が公共交通や徒歩が使いやすい住ま使いやすい住ま

い、職場い、職場を選ぶを選ぶ

3.3. 地域社会への働きかけ地域社会への働きかけ

–– 公共交通や徒歩が公共交通や徒歩が使いやすいまち使いやすいまち

にするにする

–– 環境負荷の小さい選択が環境負荷の小さい選択が得をする得をする

しくみしくみにするにする

普及啓発

制度整備

市民参加


